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本研究は，全国PT調査を用い交通身体活動量を4時点で求め，代表交通手段の分担率とトリップ時間と

交通分担率の2つをトリップ特性とし，トリップ特性と交通身体活動量の経年的変化の関連を分析した．

その結果，第5回PT調査（2010）において都市部では交通身体活動量が回復傾向を示していることを明ら

かにし，その変化について鉄道を代表交通手段とするトリップの影響が大きいことを示した．また地方部

では自動車のトリップの構成量が増加しているものの，徒歩の構成量が減少しているため全体として交通

身体活動量は減少していることを示した． 
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1. 背景と目的 

 

わが国ではモータリゼーションの進展により居住地域

に関わらず自由な移動が可能になった．そして公共交通

の利便性が低い地方都市では，日常生活が自動車を中心

としたものに移り変わってきた．しかしながら，日常の

生活行動が自動車に過度に依存したものに移り変わるに

つれ，人々は歩く機会を失い，日々の生活で身体活動量

を減少させている．特にわが国では急速な高齢化が進み，

がん，心臓病，糖尿病等の生活習慣病や，それ起因する

高齢期における要介護者の増加が今日深刻な社会問題と

なっている．また今後の高齢者医療費の高騰や，社会保

障費の増加による財政圧迫が懸念されている．こうした

中で公共交通機関等のインフラ整備などの住環境の整備

が健康に寄与することが認知されてきている． 

都市計画分野においても，日常生活における自動車利

用の抑制および公共交通利用の増加が身体活動を増やす

上で有効であることが多くの研究によって明らかになり

つつあり，また都市構造が身体活動量に影響を与えてい

ることも明らかになってきている． 

このことから，交通身体活動量の増加は健康増進につ

ながり，交通身体活動量の変化について細かく分析する

ことで健康増進に寄与できると考えられる． 

そこで本研究では，交通身体活動量の経年的変化につ

いて全国パーソントリップ調査を用いて明らかにし，交

通身体活動量の経年的変化とトリップ特性の関連を分析

することを目的とする． 

 

2. 既往研究のレビューと本研究の特徴  

 

都市構造や地域特性と身体活動量の関連性は，多くの

既往研究によって示されている．谷口ら1）は，万歩計調

査により明らかにした歩行実態の結果をもとに，住区レ

ベルの地域特性が個人の歩行量に及ぼす影響を分析し，

土地利用，人口密度，交通条件により歩行量が変化し得

る可能性を示している．しかし，健康増進への効果が期

待される身体活動の一部である徒歩のみを対象としてお

り，徒歩以外の身体活動は考慮されていない．また一方

で，徒歩を含めた日常すべての交通行動に着目した研究

として，孔ら2）は，徳島都市圏において過去2時点で実
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施されたPT調査に基づいて，都心地区住民やバス利便

性が高い地区に住む住民の身体活動量が高い傾向にある

ことを示した．次に，大庭ら3）は全国PT調査の交通手段，

移動時間を用い，移動時の交通身体活動量を算出し，自

動車を代表交通手段とするトリップの交通身体活動量が

鉄道を代表交通手段とするトリップの約4分の1程度であ

ること，また経年分析により1987年から2005年にかけて

交通身体活動量は約2割減少していること，そして個人

の交通身体活動量と都市ごとの特性は大きく関係があり，

市街化区域人口密度の高い都市や世帯当たりの自動車保

有台数の低い都市においては交通身体活動量が減少して

いることを明らかにしている．松中ら4）は，小地域特性

データベースを独自に構築して，個人の交通身体活動量

と個々の小地域特性との関連性について分析し，個人の

交通身体活動量と小地域特性が大きく関係していること

を明らかにし，公共交通を中心としたコンパクトなまち

づくりの推進が人々の健康増進にも寄与し得ることを指

摘している．しかし，いずれも交通身体活動量が全国的

に減少している年度を対象にした研究であり，全国的に

増加した年度も踏まえ交通身体活動量とトリップ特性に

ついて分析した研究は見られない． 

これらを踏まえ，本研究の特徴として，トリップ時間

や交通手段選択と交通身体活動量の関連性について全国

的に増加している年度も対象に分析を行っている点が挙

げられる． 

 

3. 分析方法およびデータベースの構築 

 

(1) 交通身体活動量の算出 

身体活動（Physical Activity）とは，安静にしている状

態よりも多くのエネルギーを消費する全ての動作を指す．

それは，日常生活における労働，家事，通勤・通学等の

｢生活活動｣と，体力（スポーツ競技に関連する体力と健

康に関連する体力を含む）の維持・向上を目的とし，計

画的・継続的に実施される「運動」の2つに分けられる
5）．本研究では，上記の「生活活動」に定義される身体

活動のうち，特に交通行動時に生じる身体活動を分析対

象とし，これを「交通身体活動」と定義する．また対象

年次は1987年（第1回），1992年（第2回），2005年（第4

回），2010年（第5回）の4年次とする． 

また交通身体活動量の算出に際しては，各身体活動に

対する身体活動強度5）にその身体活動の実施時間をかけ

た値を交通身体活動量として，式(1)のように定義する．

また身体活動強度（METs：メッツ）とは，ある活動に

よるエネルギー消費量が座位安静時代謝量（約

105kcal/kg/h）の何倍に相当するか，その比率により身体

活動の強さを表す単位であり，式(2)のように表現でき

る． 

𝐸𝑥 = ∑ 𝑀𝐸𝑇𝑖 × 𝑇𝑖
𝑘
𝑖=1                                     (1) 

𝑀𝐸𝑇𝑖 =
𝐸𝑖

𝐸𝑠
                                               (2) 

 

ただし， 

𝐸𝑥[METs]:身体活動量 

𝑀𝐸𝑇𝑖[𝑀𝐸𝑇𝑠/ℎ]:活動iの身体活動強度 

𝑇𝑖[ℎ]:活動𝑖の活動時間 

𝑘[−]:活動の種類の数 

𝐸𝑠 =約1.05[kcal kg h⁄⁄ ]:座位安静時代謝量 

𝐸𝑖[kcal kg h⁄⁄ ]:活動𝑖の時間当たりのエネルギー消費量 

 

また，公共交通については利用時間をその乗車時間

とし，乗車中の体勢が立位であるか座位であるかは調査

票からは正確な判別をすることができないため，乗車時

間帯を混雑の激しいピーク時とオフピーク時の2つに区

分し，ピーク時は立って乗車，オフピーク時は乗車時間

の半分を立って乗車，半分を座って乗車するものと仮定

することで，公共交通の乗車時間帯による身体活動量の

違いを考慮する．なお，本研究ではオフピーク時を9：

00～16：59 の8 時間とする． 

次に第1 回，第2 回全国PT 調査では，混合トリップに

ついて交通手段別の移動時間の内訳は質問項目とされて

いないため，第4 回全国PT 調査を用いて松中らの研究4）

に準拠し，第1 回，第2回対象年次における交通身体活

動量を推計する．具体的には交通手段の組合せによって

時間あたりの身体活動量の値が類似することに着目し，

トリップ内の交通手段の組合せ毎に時間あたりの身体活

動量の平均値を求め，その値を交通身体活動量の原単位

として用いる． 

 

(2) 都市に関する分類 

本研究においては1987年（第1回），1992年（第2回），

2005年（第4回），2010年（第5回）の4年次に共通して

調査が実施された44都市から，国土交通省，各自治体よ

り入手した過去の全国PT 調査区資料で1 つも調査区を特

定できない年次がある札幌市，東京特別区部，海南市，

安来市の4 都市を除く40 都市とする． 

本研究では，「都市再生ビジョン（2003）」にて規定

する以下の方法を用いて，まず全国の市町村を核都市と

周辺都市，およびどちらにも属さない非都市圏の3つに

分類し，また総務省統計局の実施した「平成25年度住

宅・土地統計調査」において定義された三大都市圏に指

定されている市町村のすべて，および核都市が，平成25

年度住宅・土地統計調査の実施された2013年10月時点に

おいて政令指定都市に指定されている都市圏を「大都市

圏」，それ以外の都市圏を「地方都市圏」として区分す

る．これらを踏まえて都市を表-1に示す5つに分類する．
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表-1 都市の分類 

4. 交通身体活動量の経年的変化とトリップ特

性の関連分析 

 

(1) 交通身体活動量の経年的変化  

 各分類において交通身体活動量の変化を分析する．

各分類におけるトリップごとの交通身体活動量の平

均の経年的変化を図-2に示す． 

 大都市圏とそれ以外の分類ではすべての調査にお

いて大きく差がみられることがわかる．また非都市

圏以外の分類において第5回全国PT調査において回

復がみられる． 

 トリップごとの交通身体活動量は，トリップ時間

および交通分担率によって表すことができることか

ら，この二つのトリップ特性の変化をみることで交

通身体活動量の変化の原因を探る． 

 

(2)  トリップ時間の経年的変化 

 各分類において交通身体活動量の変化を分析す

る．各分類におけるトリップごとの交通身体活動量

の平均の経年的変化を図-2に示す． 

 大都市圏に関しては交通身体活動量の変化と同じ

傾向を示す．しかし地方都市圏周辺都市および非都

市圏においては交通身体活動量は減少しているにも

かかわらず，トリップ時間は増加している．このこ

とからより地方であるほどトリップ時間は交通身体

活動量と異なる傾向を示すことが示唆される．  

 

(3) 交通分担率の経年的変化 

 各分類において交通分担率の変化を分析する．各

分類における交通分担率の経年的変化を図-4に示す．

ここでの交通分担率とは対象となる全トリップのう

ち代表交通手段ごとの割合である． 

 

 

図-2 交通身体活動量の経年的変化 

地方都市圏および非都市圏において自動車の分担

率が大きく増加していることがわかる．このことか

ら地方部においては比較的モータリゼーションが進

展していることがわかる． 

 

 
図-3 トリップ時間の経年的変化 

 

 
図-4 交通分担率の経年的変化

分類名 定義
大都市圏核都市 三大都市圏内の核都市および政令指定都市および政令指定都市を含む都市圏内の核都市
大都市圏周辺都市 三大都市圏内の周辺市町村および政令指定都市を核都市とする都市圏内の周辺都市
地方都市圏核都市 核都市のうち大都市圏核都市に分類されない核都市
地方都市圏周辺都市 地方都市圏核都市を核都市とする都市圏内に含まれる周辺都市
非都市圏 都市圏に属さない都市
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(4) 交通身体活動量における代表交通手段ごとの

構成量の変化 

 各代表交通手段ごとの構成量として，交通身体活

動量に各代表交通手段ごとの交通分担率を掛け合わ

せたものを定義する． 

各分類における構成量の経年的変化を図-5に示

す．大都市圏においては交通身体活動量の変化にお

いて鉄道を代表交通手段とするトリップにおける影

響が大きいことがわかる．その一方で地方都市圏に

おいては，自動車のトリップの構成量が増加してい

るものの，徒歩の構成量が減少しているため全体と

して交通身体活動量は減少している．このことから

自動車の構成量の増加は徒歩の構成量の減少をもた

らし，結果交通身体活動量は減少することを示唆し

た． 

 

5. 結論 
 

本研究では，全国PT調査を用い4年次にわたり交

通身体活動量を算出し，またトリップ特性としてト

リップ時間および交通分担率を算出した．その結果，

大都市圏はその他の都市と比べ高い交通身体活動量

を示していること，および第5回PT調査（2010）に

おいて都市部では交通身体活動量が回復傾向を示し

ていることを明らかにした．また地方部では交通身

体活動量の傾向とは異なりトリップ時間は増加して

いることを示した． 

また交通身体活動量の各代表交通手段ごとの構成量

を算出し，大都市圏においては交通身体活動量の変

化は鉄道を代表交通手段とするトリップの影響が大

きいことを示した．また地方部では自動車のトリッ

プの構成量が増加しているものの，徒歩の構成量が

減少しているため全体として交通身体活動量は減少

していることを示し，自動車の構成量の増加は徒歩

の構成量の減少をもたらし，結果交通身体活動量は

減少することを示唆した． 
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図-5 構成量の経年的変化 
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